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地地元元企企業業にに自自信信あありりまますす。。  

   
   

履歴はバイトのみ！
就活に自信がない！
会社の選び方が分からない！

なんでも相談にのります。



　65歳未満の定年を定めている事業主が、高年齢者雇用確保措置（次頁参照）とし
て継続雇用制度を導入する場合、現行の法律では、継続雇用の対象者を限定する基準
を労使協定で定めることができます。今回の改正でこの仕組みが廃止され、平成25
年４月１日からは、希望者全員を継続雇用制度の対象とすることが必要になります。
【経過措置】
ただし、以下の経過措置が認められています。（３頁参照）
	　平成25年３月31日までに継続雇用制度の対象者の基準を労使協定で設けている

場合
・平成28年３月31日までは61歳以上の人に対して
・平成31年３月31日までは62歳以上の人に対して
・平成34年３月31日までは63歳以上の人に対して
・平成37年３月31日までは64歳以上の人に対して

◆たとえば、平成28年3月31日までの間は、61歳未満の人については希望者全員を対象にしなければな
　りませんが、61歳以上の人については基準に適合する人に限定することができます。

基準を適用することが
できます。

１．継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止

平成２５年４月１日から

希望者全員の雇用確保を図るための
高年齢者雇用安定法が施行されます！

（事業主・労働者の方へ）

改正のポイント

１ 継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止

２ 継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大

３ 義務違反の企業に対する公表規定の導入

４ 高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針の策定

LL240928高高事01

急速な高齢化の進行に対応し、高年齢者が少なくとも年金受給開始年齢までは意欲
と能力に応じて働き続けられる環境の整備を目的として、「高年齢者等の雇用の安
定等に関する法律」（高年齢者雇用安定法）の一部が改正され、平成25年４月１
日から施行されます。今回の改正は、定年に達した人を引き続き雇用する「継続雇
用制度」の対象者を労使協定で限定できる仕組みの廃止などを内容としています。

1

H24京都だより11月号v6.indd   1 12/10/17   9:24



お問い合わせ先：最寄りのハローワーク　又は　京都労働局職業対策課　075-275-5424

※　子会社、関連会社の範囲は、会社法等の定義を参考に厚生労働省令で定める。
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法令整備

継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大

65歳

64歳

62歳

63歳

61歳

60歳 H28.4.1

H31.4.1

H25.4.1

老齢厚生年金

（報酬比例部分）

受給開始年齢

H23.4.1

H24.4.1

H26.4.1

H27.4.1

H29.4.1

H30.4.1

改正法施行

希望者全員を対象とする

継続雇用制度

年金を受給

H32.4.1

H33.4.1

H34.4.1

H37.4.1

H38.4.1

H36.4.1

H35.4.1

改正法施行 経過措置期間終了
65歳

64歳

62歳

63歳

61歳

60歳 H28.4.1

H31.4.1

H25.4.1

老齢厚生年金

（報酬比例部分）

受給開始年齢

H23.4.1

H24.4.1

H26.4.1

H27.4.1

H29.4.1

H30.4.1

改正法施行

希望者全員を対象とする

継続雇用制度

このラインから高齢法の基準を利用可能

年金を受給

H32.4.1

H33.4.1

H34.4.1

H37.4.1

H38.4.1

H36.4.1

H35.4.1

改正法施行 経過措置期間終了

H24年度に58歳、59
歳になる者は61歳
から年金支給

H24年度に56歳、57
歳になる者は62歳
から年金支給

H24年度に54歳、55
歳になる者は63歳
から年金支給

H24年度に52歳、53
歳になる者は64歳
から年金支給

65歳

64歳

62歳

63歳

61歳

60歳 H28.4.1

H31.4.1

H25.4.1

老齢厚生年金

（報酬比例部分）

受給開始年齢

H23.4.1

H24.4.1

H26.4.1

H27.4.1

H29.4.1

H30.4.1

改正法施行

希望者全員を対象とする

継続雇用制度

このラインから高齢法の基準を利用可能

年金を受給

H32.4.1

H33.4.1

H34.4.1

H37.4.1

H38.4.1

H36.4.1

H35.4.1

改正法施行 経過措置期間終了

H24年度に58歳、59
歳になる者は61歳
から年金支給

H24年度に56歳、57
歳になる者は62歳
から年金支給

H24年度に54歳、55
歳になる者は63歳
から年金支給

H24年度に52歳、53
歳になる者は64歳
から年金支給

現行の高齢法第９条第２項に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準を設けている
事業主は、老齢厚生年金（報酬比例部分）の受給開始年齢に到達した以降の者を対象に、
その基準を引き続き利用できる12年間の経過措置を設ける。

経過措置のイメージ

この年齢に達してから継続雇用制度
の対象者基準を利用できる

例えば、平成26年度（2014）に61歳になる者
（昭和28年度（1953）生まれ）は、この年齢か
ら年金受給。
企業が基準を利用できるのもこの年齢から。

２．継続雇用制度２．継続雇用制度のの対象者を雇対象者を雇用用すするる企業の範囲の拡大企業の範囲の拡大

３．義務違反の企業に対する公表規定の導入３．義務違反の企業に対する公表規定の導入

４４．高年齢者雇用確保措置の実．高年齢者雇用確保措置の実施施・運用に関する指針の策定・運用に関する指針の策定

お問い合わせ先：最寄りのハローワーク　又は　京都労働局職業対策課　075-275-5424

【高年齢者雇用確保措置とは】　高年齢者雇用安定法第９条

定年を65歳未満に定めている事業主は、その雇用する高年齢者の65歳までの安定した雇用を確
保するため、次の①～③のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければなりません。

① 定年の引き上げ ②継続雇用制度の導入 ③定年制の廃止

　定年を迎えた高年齢者の継続雇用先を、自社だけでなく、グループ内の他の会社
（子会社や関連会社など）まで広げることができるようになります。
　子会社とは、議決権の過半数を有しているなど支配力を及ぼしている企業であり、
関連会社とは、議決権を２０％以上有しているなど影響力を及ぼしている企業です。
　この場合、継続雇用についての事業主間の契約が必要になります。（次頁参照）

　高年齢者雇用確保措置を実施していない企業に対しては、労働局、ハローワーク
が指導を実施します。
　指導後も改善がみられない企業に対しては、高年齢者雇用確保措置義務に関する
勧告を行い、それでも法律違反が是正されない場合は企業名を公表することがあり
ます。

　（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構「京都高齢・障害者雇用支援センター」では、
高年齢者雇用アドバイザーの派遣などにより、高年齢者雇用についての相談を行っ
ております。相談は無料ですので、ぜひご利用ください。
TEL：075-254-7166　　　FAX：075-254-7110
E-mail：kyoto-support-ctr@jeed.or.jp

　今後、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施および運用に関する指針を、
労働政策審議会における議論などを経て策定します。
　この指針には、業務の遂行に堪えない人※を継続雇用制度でどのように取り扱うか
などを含みます。
　※平成２４年１月６日の労働政策審議会の建議では、「就業規則における解雇事由または退職事由に

該当する者について継続雇用の対象外とすることもできる」とし「この場合、客観的合理性・
社会的相当性が求められる」と示されています。
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労働者派遣で働いておられる・働こうと考えておられる皆さまへ

派遣労働者セミナーを開催します

労働者派遣法が改正されました！

　労働者派遣で働いている方、労働者派遣で働こうと考えている方を対象に、派遣労働に当たっての
知識・仕組み（労働者派遣制度、労働基準法令、労働・社会保険の適用等）、求人票の見方などに関
するセミナーを開催します。
♦　日　時　　第１回 平成２４年１１月１２日（月） 午後２時～４時
　　　　　　　第２回 平成２４年１１月１３日（火） 午前９時～１１時
　　　　　　　第３回 平成２４年１１月１４日（水） 午後２時～４時
　　　　　　　第４回 平成２４年１２月１２日（水） 午前９時～１１時
　　　　　　　第５回 平成２４年１２月１３日（木） 午後１時～３時
♦　場　所　　第１～４回は、京都労働局　６階「中２会議室」
　　　　　　　　　　　　　　京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１
　　　　　　　　　　　　　　（京都市営地下鉄烏丸線「烏丸御池」下車　２番出口徒歩３分）
　　　　　　※第５回は、福知山公共職業安定所２階会議室
　　　　　　　　　　　　福知山市東羽合町３７（ＪＲ福知山駅下車　徒歩５分）　　　　　　　　
♦　内　容　　① 労働者派遣制度について
　　　　　　　② 派遣労働者として働くときに気をつけること
　　　　　　　③ 質疑・相談
♦　対象者　　京都府内にお住まいの方で、
　　　　　　　① 労働者派遣で働いている方
　　　　　　　② 労働者派遣で働こうと考えている方
　　　　　　　③ 労働者派遣制度等について知りたい方
♦　申込み　　ご希望の方は開催日の１週間前までに、お電話にて下記まで申込みください。
　　　　　　　各回の定員は２４名です。
　　　　　　　受講料は無料です。

お問い合わせ・申込み先：
　京都労働局需給調整事業課　　電話　075-241-3225　　FAX　075-279-3200

　　派遣労働者に関する主な改正（平成２４年１０月１日施行）内容は、
　　インターネットなどにより派遣会社のマージン率や教育訓練に関する取り組み状況などが確認できる

ようになりました。
　　派遣会社から派遣労働者の派遣料金の額が明示されるようになりました。
　　派遣会社から労働契約を結ぶ前に賃金の見込み額や待遇に関すること等が説明されるようになりまし

た。
　　派遣会社は、派遣労働者の賃金を決定する際、派遣先の社員との均衡（賃金など）を配慮しなければな

らないようになりました。
　　有期雇用の派遣労働者（雇用期間が通算１年以上）の希望に応じ、期間の定めのない雇用への転換等の

措置をとることが、派遣会社の努力義務になりました。
　　３０日以内の期間の定めのある労働契約では、労働者派遣が原則禁止になりました。
　　離職後１年以内に、派遣労働者として元の勤務先に派遣することが禁止になりました。

新規高等学校卒業予定者企業説明会のご案内

京都府南部地域・京都府北部地域

　平成２５年３月新規高等学校卒業者の就職状況につきましては、昨年に引き続き厳しい状況が
予想されます。
　このため、就職を希望する生徒達に企業からの活きた情報が直接伝わるよう、職業安定機関
と教育機関との連携により「企業説明会」を開催いたします。

京都府南部地域（京都駅前会場）
　日　時　平成２４年１１月２０日（火）　　１４時００分から１７時００分
　場　所　マリアージュグランデ（京都市南区烏丸八条角　アバンティ８F）

京都府北部地域（福知山会場）
　日　時　平成２４年１１月２８日（水） 　　１３時１５分から１６時３０分
　場　所　マリアージュ福知山（福知山市駅南町３-５２）

対象生徒
　平成２５年３月高等学校卒業予定者

主 催
　京都労働局・ハローワーク、京都府・京都府教育委員会、京都市教育委員会

内 容
●参加企業の求人一覧表を会場で配布し、参加生徒が求人内容や参加企業等の情報を収集

するため参加企業のブースを自由に訪問します。
●当日は面接会ではなく、企業の情報収集の場であるため、企業は求人内容や自社の説明

及び生徒からの質問に対応いただきます。
●北部会場では、参加企業から生徒向け企業プレゼンテーションを行っていただきます。

参加企業要件
　京都府内に事業所と人事採用権があり、就業場所も京都府内であることを優先します。

参加申込み期限
　京都駅前会場・・・・　１１月８日（木）
　福知山会場・・・・・　１１月１５日（木）

参加申込み方法
　管轄のハローワークへお申し込みください。
　※定員に達し次第、締め切らせていただきます。
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労働者派遣で働いておられる・働こうと考えておられる皆さまへ

派遣労働者セミナーを開催します

労働者派遣法が改正されました！

　労働者派遣で働いている方、労働者派遣で働こうと考えている方を対象に、派遣労働に当たっての
知識・仕組み（労働者派遣制度、労働基準法令、労働・社会保険の適用等）、求人票の見方などに関
するセミナーを開催します。
♦　日　時　　第１回 平成２４年１１月１２日（月） 午後２時～４時
　　　　　　　第２回 平成２４年１１月１３日（火） 午前９時～１１時
　　　　　　　第３回 平成２４年１１月１４日（水） 午後２時～４時
　　　　　　　第４回 平成２４年１２月１２日（水） 午前９時～１１時
　　　　　　※第５回 平成２４年１２月１３日（木） 午後１時～３時
♦　場　所　　第１～４回は、京都労働局　６階「中２会議室」
　　　　　　　　　　　　　　京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１
　　　　　　　　　　　　　　（京都市営地下鉄烏丸線「烏丸御池」下車　２番出口徒歩３分）
　　　　　　※第５回は、福知山公共職業安定所２階会議室
　　　　　　　　　　　　福知山市東羽合町３７（ＪＲ福知山駅下車　徒歩５分）　　　　　　　　
♦　内　容　　① 労働者派遣制度について
　　　　　　　② 派遣労働者として働くときに気をつけること
　　　　　　　③ 質疑・相談
♦　対象者　　京都府内にお住まいの方で、
　　　　　　　① 労働者派遣で働いている方
　　　　　　　② 労働者派遣で働こうと考えている方
　　　　　　　③ 労働者派遣制度等について知りたい方
♦　申込み　　ご希望の方は開催日の１週間前までに、お電話にて下記まで申込みください。
　　　　　　　各回の定員は２４名です。
　　　　　　　受講料は無料です。

お問い合わせ・申込み先：
　京都労働局需給調整事業課　　電話　075-241-3225　　FAX　075-279-3200

　　派遣労働者に関する主な改正（平成２４年１０月１日施行）内容は、
　　インターネットなどにより派遣会社のマージン率や教育訓練に関する取り組み状況などが確認できる

ようになりました。
　　派遣会社から派遣労働者の派遣料金の額が明示されるようになりました。
　　派遣会社から労働契約を結ぶ前に賃金の見込み額や待遇に関すること等が説明されるようになりまし

た。
　　派遣会社は、派遣労働者の賃金を決定する際、派遣先の社員との均衡（賃金など）を配慮しなければな

らないようになりました。
　　有期雇用の派遣労働者（雇用期間が通算１年以上）の希望に応じ、期間の定めのない雇用への転換等の

措置をとることが、派遣会社の努力義務になりました。
　　３０日以内の期間の定めのある労働契約では、労働者派遣が原則禁止になりました。
　　離職後１年以内に、派遣労働者として元の勤務先に派遣することが禁止になりました。

新規高等学校卒業予定者企業説明会のご案内

京都府南部地域・京都府北部地域

　平成２５年３月新規高等学校卒業者の就職状況につきましては、昨年に引き続き厳しい状況が
予想されます。
　このため、就職を希望する生徒達に企業からの活きた情報が直接伝わるよう、職業安定機関
と教育機関との連携により「企業説明会」を開催いたします。

京都府南部地域（京都駅前会場）
　日　時　平成２４年１１月２０日（火）　　１４時００分から１７時００分
　場　所　マリアージュグランデ（京都市南区烏丸八条角　アバンティ８F）

京都府北部地域（福知山会場）
　日　時　平成２４年１１月２８日（水） 　　１３時１５分から１６時３０分
　場　所　マリアージュ福知山（福知山市駅南町３-５２）

対象生徒
　平成２５年３月高等学校卒業予定者

主 催
　京都労働局・ハローワーク、京都府・京都府教育委員会、京都市教育委員会

内 容
●参加企業の求人一覧表を会場で配布し、参加生徒が求人内容や参加企業等の情報を収集

するため参加企業のブースを自由に訪問します。
●当日は面接会ではなく、企業の情報収集の場であるため、企業は求人内容や自社の説明

及び生徒からの質問に対応いただきます。
●北部会場では、参加企業から生徒向け企業プレゼンテーションを行っていただきます。

参加企業要件
　京都府内に事業所と人事採用権があり、就業場所も京都府内であることを優先します。

参加申込み期限
　京都駅前会場・・・・　１１月８日（木）
　福知山会場・・・・・　１１月１５日（木）

参加申込み方法
　管轄のハローワークへお申し込みください。
　※定員に達し次第、締め切らせていただきます。
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雇用保険被保険者資格喪失届について

期間等証明書（期間等証明票）とは？

　事業主の雇用する労働者が、離職等により被保険者でなくなった（被保険者資格を喪失した）
場合には、ハローワークへ「雇用保険被保険者資格喪失届」を提出していただきます。

①原則として「離職証明書」を併せて提出していただく必要があります。（←離職票交付
あり）

②離職者本人が｢離職票｣を希望しないなど、一定の要件を満たす場合には、離職証明書
を省略することができます。（←離職票交付なし）

★③離職以外の理由で被保険者資格を喪失する場合で、本人から｢期間等証明票｣の希望が
ある場合には、期間等証明書を提出していただく必要があります。	（下記参照）

★④既に雇用保険被保険者資格喪失届の手続を完了した後でも、「離職票」「期間等証明票」
の交付申請ができます。

★③④が、平成２４年１１月２６日からオンライン申請可能となります。

　雇用保険では、被保険者が離職し
た場合には離職票を交付します。被
保険者が離職後に失業給付を受ける
際にはこの離職票が必要となりま
す。
　一方、他社への出向など、離職で
はない理由（喪失原因「１」）で被
保険者資格を喪失した場合は離職票
は交付されません。しかし、出向先
を短期で離職してしまったときなど
は、失業給付を受けるために、出向
前の会社での被保険者期間の証明が
必要となる場合があります。
　このような場合は、出向前の会社
から「期間等証明書」をハローワー
クへ提出していただきます。

被保険者の資格喪失に関係する手続

　雇用保険被保険者資格喪失届について e-Gov からのオンライン申請は、これまで「離職票
交付あり」と「離職票交付なし」の場合にご利用いただけました。
　平成２４年１１月２６日からは、さらに、次の場合にもオンライン申請ができるようになります。

●既に｢雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付なし）｣の手続が完了した後に、「離職票」ま
たは「期間等証明票」の交付を希望する場合

●｢期間等証明票」の交付を希望する場合
詳しくは、７頁をご覧ください⇒

♦上記以外にも、資格取得届など雇用保険関係手続はオンライン申請が可能です。ぜひご利用ください。

平成２４年１１月２６日から

｢雇用保険被保険者資格喪失届｣の
オンライン（電子）申請がさらに便利になります。

手続名 手続に必要な申請書など

雇用保険被保険者資格喪失届
（離職票交付なし）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者資格喪失届
（離職票交付あり）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者離職証明書

雇用保険被保険者資格喪失届提出後の
離職票交付の申請

雇用保険被保険者離職証明書
※別途、e-gov 上にある入力シート「離職票の交付にかかる離職
　者情報」に必要事項を記載していただきます。

※別途、e-gov 上にある入力シート「期間等証明票の交付にかか
　る離職者情報」に必要事項を記載していただきます。

雇用保険被保険者資格喪失届
（期間等証明票交付あり）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者期間等証明書

雇用保険被保険者資格喪失届提出後の
期間等証明票交付の申請

雇用保険被保険者期間等証明書

雇用保険被保険者離職票の再交付の申請

既にオンライン申請可能な
手続

Ｈ24.11.26 からオンライン
申請可能となる手続

既存のオンライン申請書

新規のオンライン申請書

雇用保険被保険者離職票再交付申請書

雇用保険被保険者資格喪失届
（連記式）※離職票交付なしの場合のみ

雇用保険 CSV 形式届書総括票（送信用）
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雇用保険被保険者資格喪失届について

期間等証明書（期間等証明票）とは？

　事業主の雇用する労働者が、離職等により被保険者でなくなった（被保険者資格を喪失した）
場合には、ハローワークへ「雇用保険被保険者資格喪失届」を提出していただきます。

①原則として「離職証明書」を併せて提出していただく必要があります。（←離職票交付
あり）

②離職者本人が｢離職票｣を希望しないなど、一定の要件を満たす場合には、離職証明書
を省略することができます。（←離職票交付なし）

★③離職以外の理由で被保険者資格を喪失する場合で、本人から｢期間等証明票｣の希望が
ある場合には、期間等証明書を提出していただく必要があります。	（下記参照）

★④既に雇用保険被保険者資格喪失届の手続を完了した後でも、「離職票」「期間等証明票」
の交付申請ができます。

★③④が、平成２４年１１月２６日からオンライン申請可能となります。

　雇用保険では、被保険者が離職し
た場合には離職票を交付します。被
保険者が離職後に失業給付を受ける
際にはこの離職票が必要となりま
す。
　一方、他社への出向など、離職で
はない理由（喪失原因「１」）で被
保険者資格を喪失した場合は離職票
は交付されません。しかし、出向先
を短期で離職してしまったときなど
は、失業給付を受けるために、出向
前の会社での被保険者期間の証明が
必要となる場合があります。
　このような場合は、出向前の会社
から「期間等証明書」をハローワー
クへ提出していただきます。

被保険者の資格喪失に関係する手続

　雇用保険被保険者資格喪失届について e-Gov からのオンライン申請は、これまで「離職票
交付あり」と「離職票交付なし」の場合にご利用いただけました。
　平成２４年１１月２６日からは、さらに、次の場合にもオンライン申請ができるようになります。

●既に｢雇用保険被保険者資格喪失届（離職票交付なし）｣の手続が完了した後に、「離職票」ま
たは「期間等証明票」の交付を希望する場合

●｢期間等証明票」の交付を希望する場合
詳しくは、７頁をご覧ください⇒

♦上記以外にも、資格取得届など雇用保険関係手続はオンライン申請が可能です。ぜひご利用ください。

LL240920 保 01

平成２４年１１月２６日から

｢雇用保険被保険者資格喪失届｣の
オンライン（電子）申請がさらに便利になります。

手続名 手続に必要な申請書など

雇用保険被保険者資格喪失届
（離職票交付なし）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者資格喪失届
（離職票交付あり）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者離職証明書

雇用保険被保険者資格喪失届提出後の
離職票交付の申請

雇用保険被保険者離職票交付申請書

雇用保険被保険者離職証明書

雇用保険被保険者資格喪失届
（期間等証明票交付あり）

雇用保険被保険者資格喪失届

雇用保険被保険者期間等証明書

雇用保険被保険者資格喪失届提出後の
期間等証明票交付の申請

雇用保険被保険者期間等証明票交付申請書

雇用保険被保険者期間等証明書

雇用保険被保険者離職票の再交付の申請

既にオンライン申請可能な
手続

Ｈ24.11.26 からオンライン
申請可能となる手続

既存のオンライン申請書

新規のオンライン申請書

雇用保険被保険者離職票再交付申請書

雇用保険被保険者資格喪失届
（連記式）※離職票交付なしの場合のみ

雇用保険 CSV 形式届書総括票（送信用）
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成長分野等人材育成支援事業奨励金のご案内（平成２４年度末までの制度）

介護労働環境向上奨励金のご案内

奨励金の概要

①22.10.1～23.9.30　　②23.10.1～24.9.30　　③24.10.1～25.9.30

５０日 ５０日 １００日（従来２００日）

１２０日 １２０日 ６０日

の支給要件などを
変更しました。

雇 用 調 整 助 成 金
中小企業緊急雇用安定助成金

①生産量要件の見直し

現行現行 対象期間の初日（助成金の利用開始日）を
平成２４年１０月１日以降１０月１日以降１０ （※１）に設定する場合から

（事業主の方へ）

平成２４年１０月１日以降

LL0814開発01

雇用調整助成金・中小企業緊急雇用安定助成金は、平成２４年１０月１日以降（被災３県は６か月
遅れで）､下記のように内容の一部を変更しました。
現在受給中、または今後利用をお考えの事業主の皆さまには、ご留意いただきますようお願いし
ます。

事業活動の縮小を判定するための生産量（または売上高）
要件を次のように変更しました。

最近３か月の生産量または
売上高が、その直前の３か
月または前年同期と比べ、
５％以上減少

最近３か月の生産量または売上高が、前年同期と比べ、
１０％以上減少
（中小企業事業主で、直近の経常損益が赤字であって
も、この要件が適用されます）

③教育訓練費（事業所内訓練）の見直し

現行現行

（※１）岩手、宮城、福島県の事業所については、平成２５年４月１日以降変更になります。
（※２）岩手、宮城、福島県の事業所については、平成２６年４月１日以降変更になります。

平成２４年１０月１日以降１０月１日以降１０ （※１）の判定基礎期間から

教育訓練を実施したときの１人１日当
たり加算額を次のように変更しました。

雇用調整助成金：2,000円
中小企業緊急雇用安定助成金
　　　　　　　：3,000円

雇用調整助成金 　　　　　　：1,000円
中小企業緊急雇用安定助成金 ：1,500円

対象期間の初日（助成金の利用開始日）を平成２５年１０月１日以降（※２）に設定する場合からは
１年間で１００日・３年間で１５０日となります

（上記の例１と２で、③の対象期間にすべての日数を利用した場合、②＋③は１５０日以上となるため、
次の１年間は利用できなくなります）

②支給限度日数の見直し

現行現行 対象期間の初日（助成金の利用開始日）を
平成２４年１０月１日以降１０月１日以降１０ （※１）に設定する場合から

１年間と３年間について、限度日数を変更しました。

３年間で３００日
（１年間での限度なし）

対象期間（事業主が設定する１年間） ▼

【例１】過去２年間に５０日ずつ
（計100日）利用した場合
【例２】過去２年間に１２０日ずつ
（計２４０日）利用した場合 

１年間で１００日（３年間で３００日）

お問い合わせ先：京都労働局助成金センター  075-241-3269  又は  お近くのハローワークへ

①22.10.1～23.9.30　　②23.10.1～24.9.30　　③24.10.1～25.9.30①22.10.1～23.9.30　　②23.10.1～24.9.30　　③24.10.1～25.9.30
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成長分野等人材育成支援事業奨励金のご案内（平成２４年度末までの制度）

介護労働環境向上奨励金のご案内

健康、環境分野及び関連するものづくり分野において、期間の定めのない従業員を雇入れ、
または他の分野から配置転換し、Off−JT を実施した場合、事業主が負担した訓練費用を、
１訓練コースにつき、対象者１人当たり２０万円を上限として支給します。（他にも、移籍
特例等のメニューも設けています。）

　介護労働者の身体的負担の軽減、賃金などの処遇の向上、労働時間などの労働条件、職場環境の改善などの雇
用管理の改善を総合的に進め、介護労働者の労働環境の向上を図った事業主のための助成金です。
事業主が行った雇用管理改善の内容に応じて、次の２種類の助成があります。

【介護福祉機器等助成】
介護サービスの提供事業主が、介護労働者の身体的負担を軽減するために、新たに介護福祉機器を導入し、適切
な運用を行うことにより、労働環境の改善がみられた場合に、介護福祉機器の導入費用の１／２（上限３００万円）
を支給します。

【雇用管理制度等助成】
介護サービスの提供事業主が、介護労働者の福祉の増進を図るために、雇用管理改善につながる制度等を導入し、
適切に実施することにより、一定の効果が得られた場合に、制度等の導入に要した費用の１／２（上限１００万円）
を支給します。

○双方の奨励金ともあらかじめ「計画」を作成し認定を受けることが必要です。
○支給要件や手続きなどの詳細については、京都労働局助成金センターまたはハローワークへお問い合わせくだ

さい。

★この奨励金は、｢介護労働者設備等導入奨励金｣の内容を拡充し、名称を変更したものです。

お問い合わせ先：京都労働局助成金センター　075-241-3269

成長分野等一覧表（日本標準産業分類）
大分類Ａ → 中分類大分類Ａ → 中分類０２０２―林業―林業
大分類Ｄ―建設業 このうち、環境や健康分野に関する建築物等を建築しているもの
大分類Ｅ―製造業大分類Ｅ―製造業 このうち、環境や健康分野に関する製品を製造しているもの

このうち、環境や健康分野に関する事業を行う事業所との取引関係があるものこのうち、環境や健康分野に関する事業を行う事業所との取引関係があるもの
大分類Ｆ―電気・ガス・熱供給・水道業の中の 中分類３３―電気業
大分類Ｇ―情報通信業大分類Ｇ―情報通信業
大分類Ｈ―運輸業・郵便業
大分類Ｌ → 中分類大分類Ｌ → 中分類７１７１――
学術・開発研究機関学術・開発研究機関

このうち、環境や健康分野に関する技術開発を行っているものこのうち、環境や健康分野に関する技術開発を行っているもの

大分類Ｎ → 中分類８０→小分類８０４―スポーツ施設提供業　例）フィットネスクラブ
大分類Ｏ → 中分類大分類Ｏ → 中分類８２８２→小分類→小分類８２４８２４→細分類→細分類８２４６８２４６―スポーツ・健康教授業　例―スポーツ・健康教授業　例））スイミングスクールスイミングスクール
大分類Ｐ―医療、福祉

奨励金の概要

大分類Ｒ → 中分類大分類Ｒ → 中分類８８８８―廃棄物処理業 例）ごみ処分業―廃棄物処理業 例）ごみ処分業
その他（上記以外） このうち、環境や健康分野に関する事業を行っているもの　例）エコファンド

１００日（従来２００日）

６０日

支給要件
変更

雇 用 調 整 助 成 金
中小企業緊急雇用安定助成金

①生産量要件の見直し

（※１）

事業活動の縮小を判定するための生産量（または売上高）
要件を次のように変更しました。

（中小企業事業主で、直近の経常損益が赤字であって
も、この要件が適用されます）

③教育訓練費（事業所内訓練）の見直し

（※１）岩手、宮城、福島県の事業所については、平成２５年４月１日以降変更になります。
（※２）岩手、宮城、福島県の事業所については、平成２６年４月１日以降変更になります。

（※１）

教育訓練を実施したときの１人１日当
たり加算額を次のように変更しました。

（※２）

②支給限度日数の見直し

（※１）

１年間と３年間について、限度日数を変更しました。

対象期間（事業主が設定する１年間） ▼

【例１】過去２年間に５０日ずつ
（計100日）利用した場合
【例２】過去２年間に１２０日ずつ
（計２４０日）利用した場合 
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WEBで
チェック
しよう！

お問い合わせ先：京都労働局賃金室　075-241-3215　又は　最寄りの労働基準監督署へ

◇１１月は「労働保険適用促進強化期間」です◇

労働保険の成立手続はおすみですか

事 業 主 の み な さ ま へ事 業 主 の み な さ ま へ

平成２４年度 労働保険大会が開催されます

　労働保険とは、労働（通勤）災害や失業等が発生した際に、保険給
付等を行うことにより労働者の福祉の増進を図る制度です。

　　労働保険は政府が管理、運営している強制保険で、原則として、労働者を一人で
も雇っていれば労働保険の適用事業所となり、事業主は成立手続（加入手続）を行
わなければなりません。このため、未加入の事業主の方は、次の点にご留意ください。

　　再三の加入勧奨・手続指導にもかかわらず、自主的に成立手続を行わない場合は、
最終的な手段として職権による成立手続及び保険料の認定決定が行なわれます。

　　事業主が成立手続を行わない期間中に労働災害が発生した場合、遡って保険料を
徴収される他、給付に要した費用の全部または一部を費用徴収されます。

労働保険とは、労災保険と雇用保険の２つを併せた保険のことを言います。

日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成日　時　　平成２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４２４年年年年年年年年年年年年年年年年１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１月月月月月月月月月１２１２１２１２１２１２１２１２１２１２１２日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時日（月） 　午後２時３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０３０分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会分開会
場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間場　所　　京都ブライトンホテル 　　　「慶祥」の間
主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会主　催　　京都府労働保険事務組合連合会
内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場内　容　　①表　彰　　功労役員　優良職員　優良事務組合　優良委託事業場
　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」　　　　　②講　演　　「労働政策の現状と課題」
　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明　　　　　　　　　　　前厚生労働審議官　太田俊明氏氏氏

お問い合わせ先：京都労働局労働保険徴収課　075-241-3213

　　再三の加入勧奨・手続指導にもかかわらず、自主的に成立手続を行わない場合は、

　　事業主が成立手続を行わない期間中に労働災害が発生した場合、遡って保険料を
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WEBで
チェック
しよう！

お問い合わせ先：京都労働局賃金室　075-241-3215　又は　最寄りの労働基準監督署へ

◇１１月は「労働保険適用促進強化期間」です◇

平成２４年度 労働保険大会が開催されます
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など…

お問い合わせ先：京都労働局賃金室　075-241-3215　又は　最寄りの労働基準監督署へ
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など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…など…

●

お問い合わせ先：京都労働局賃金室　075-241-3215　又は　最寄りの労働基準監督署へ
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14年度 15 16 17 18 19 20 21 22 23 23/9月 8月 9月10月 11月 12月 24/1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月
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0.83 0.83 0.82
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最近の雇用失業情勢
● 平成24年９月内容 ●

平成24年10月30日
京都労働局職業安定部

京都府の雇用失業情勢

求人・求職・求人倍率の状況　  

注：月別の数値は季節調整値である。なお、平成23年12月以前の数値は、平成24年1月分公表時に新季節指数により
　　改訂されている。

　有効求職者数は、54,760人で前年同月比 4.6％減、有効求人数は、45,174 人で前年同月比 16.3％
増加した。有効求人倍率（季節調整値。以下「季調値」という。）は、前月より 0.01 ポイント低下し
0.82 倍となった。また、新規求人倍率（季調値）は、前月より0.10ポイント低下し1.28 倍となった。
　正社員有効求人倍率は0.55 倍と前年同月比 0.09ポイント上昇した。
（１）新規求職者数は、12,250 人で前年同月比 8.5％減少した。内訳は、一般が 8,176 人で同 7.6％減、

パートは 4,074人で同10.4％減少した。新規常用求職者 ( パートを除く。) の構成比をみると、在
職者 23.9％、離職者 63.8％（うち事業主都合離職者 31.2％）、無業者 12.3％である。

　　  なお、新規常用求職者の事業主都合による離職者数は、前年同月比 6.1％減少している。
（２）新規求人数は、16,881 人で前年同月比 10.7％増加した。内訳は一般が 9,783 人で同 13.6％増、

パートは 7,098人で同 7.0％増加した。新規求人数を主要産業別に前年同月比でみると、求人数に
占める割合の大きい医療 , 福祉が 20.1％増、卸売業 , 小売業が 4.7％増となったほか、宿泊業 , 飲
食サービス業が 47.6％増、建設業が 22.1％増、サービス業（他に分類されないもの）が 18.6％増
となった。

　　  なお、運輸業 , 郵便業、製造業も前年同月比で増加となっている。
　　  一方、情報通信業が前年同月比 20.7％減となった。
（３）就職件数は、3,785件で前年同月比10.1％減少した。内訳は、一般が2,100件で同10.8％減、パー

トは1,685 件で同 9.2％減少した。雇用保険受給者の就職件数は、905件で同 5.4％減少した。
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